
政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

１．施策の実現状況を明らかにする
(１) 施策の内容

(２) 施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この施策に関わる施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 施策を構成する事務事業及び目標値の達成状況
事 務 事 業 名

No 推 移 ４ 年 後
事 務 事 業 目 標 指 標 （見込）

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績
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０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します
０４ 次代につなげる財務基盤の確立
０１ 住民自治を支える財務体質の確立

財務課総括主査  斉藤明徳

人口増の鈍化、少子高齢化の進行による扶助費等の増高や様々な行政需要の拡大に伴い歳出が増加する中、効果の高い事業

の選択と集中、及び、自主財源の確保が求められています。財政状況と国・県の動向を的確に分析し、有利な国・県支出金

、地方債等財源の研究と導入を図るとともに、自主財源の拡大に向けた取り組みを進めていきます。

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

暮

ら

し

財政健全化判断比率（実質公債費比率）

1 6.1 5.8 5.3 4.7 4.2 -
％ 6.1

0 - - - - 0.0

暮

ら

し

財政健全化判断比率（将来負担比率）

2 45.7 42.7 39.8 39.8 39.8 -
％ 51.3

0 - - - - 0.0

幸

福

滝沢市で幸せに暮らしている人の割合

3 62 64 66 68 70 -
パーセント 61

57.6 - - - - 0.0

平成27年度
平成26年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

4  滝沢市補助金等審議会事務

補助金制度のあり方についての検討
1

0 0 1 1 1 1 4
件／年

0 0 - - - - -



策

必須と考えられま

す。

の

また、複数年予算編成

実

も視野にいれた財政運

現

営へ繋げていくために

に

、当初予算編成の方法

影

を改め、部等毎に財源

響

を配分

し部内等で自己

す

完結させる「部内予算

る

編成」へ転換します。

社

このほか、財政構造の

会

点検や事務事業の調整

環

を実施し、内部調整で

境

は整理できない事案に

変

ついては、外部機関等

化

へ委ねるな

ど、新たな

(

取組の検討、展開が必

３

要です。

(３) 基本

)

計画内方針及び平成2

 

8年度重点課題に基づ

基

く優先順位の考え方
平

本

成２７年度中に取り組

施

む施策の進捗状況、達

策

成度合の予想ができま

と

せんが、財政収支見込

の

みが急激に好転するこ

関

とは考え

にくく、経常

連

的な収入で財政運営が

性

できていない現状を考

３

えれば、地方自治体と

．

しての最低限の使命を

施

果たしているとは言

え

策

ず、真っ先に取り組む

の

べき課題と思われます

実

。

現に向けての取り組みを決定する
(１) 施策の達成（実現）に向けた基本計画内の取り組みと方針
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施策目標数値は、財政健全化法における健全化判断比率の基準内の数値を下回っています。今後も基準以

政

下を堅持すること

はも

 

ちろんのこと設定した

 

目標数値を達成するこ

 

とが、施策実現のため

 

の最低限の条件になる

策

と考えられます。

＊健

:

全化判断比率の基準を

基

超えたら、財政健全化

本

計画を定めなくてはい

施

けません。

制度的な面

策

として、国の政策の動

:

向、税制改正、財政制

施

度の改正等が挙げられ

 

、これらと連動して、

 

国・県の財政状況、税

 

収や景気と連動する個

 

人消費等の経済情勢の

策

変化、労働環境、雇用

:

状況等、日本全体の政

施

治経済の動きによって

策

、市の財政

は影響を受

担

けることになります。

当

またそれらと相まって

職

、本市における税収、

・

人口動態の変化も重要

氏

な要因となってきます

名

。

基本施策は財政環境

２

の将来像を見据えたも

．

のであり、本施策が着

施

実に実行された状況を

策

映し出しているものと

の

考えられ、非

常に強い

実

結びつきがあります。

現

その時々の市の財政状

に

況を明確にし、将来の

向

財政見通しについても

け

より現実ベースに沿っ

て

た精度の高いものが必

の

要と考えら

れます。使

現

用料等の受益者負担の

状

考え方を整理し、サー

を

ビスとコストにあった

認

自主財源拡大策を模索

識

します。

また、財政運

す

営の基本、規律及び指

る

針を示した（仮称）健

(

全な財政環境に関する

１

条例を制定し、財政運

)

営の明文化を図りな

が

 

ら、毎年度中期財政計

施

画の見直しも実施し、

策

今後の財政運営の方針

目

を定めます。

(２) 

標

基本計画内の取り組み

の

と方針のうち、平成2

進

8年度の重点課題
平成

捗

２７年度から実施して

状

いる財政構造改革を継

況

続して進めていきます

分

が、非常に厳しい収支

析

状況が予想されること

(

から、

更に歳入拡大策

２

、歳出削減策等、歳入

)

歳出両面からの見直し

 

と、歳入に見合った事

施

務事業の選択と実施が
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(４)所管実行計画事業費一覧
事 務 事 業 名 事    業    費    計    画    額

No 分 野 別 計 画
平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 ４ヵ年計

実 施 計 画 前 年 度 比 較 (%)
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4  滝沢市補助金等審議会事務

0 193 皆減 0 0 0 0

13687  ふるさと納税推進事業

85,856 1,358 +超過 92,900 100,100 107,200 386,056


